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令和元年１１月 

長崎県福祉保健部 

 要 約 版 
 

第１章 指導監査の概要 

 

１．一般監査の概要 

 

  平成３０年度に実施した一般監査の概要は次のとおりです。 

  なお、長崎市及び佐世保市（中核市）に所在する有料老人ホーム、介護保険施設・事業所

及び障害福祉サービス事業所等の指導監査については、当該中核市が行い、また、２５年度

からは、各市に所在する社会福祉法人（当該市内のみで事業を行う法人）の指導監査を市に

権限移譲しています。 

 

（１）社会福祉法人（６頁参照） 

９７法人のうち、３８法人（３９．２％）に対して指導監査を行いました。 

指導監査を行った法人に対し文書指摘を行った法人は１６法人（４２．１％）（以下「指摘

率」という。）で、指摘事項の件数は、７８件となっています。 

 文書指摘の多かったものから項目別に見ると、 

【管理】 

会計管理に関すること、など。（３１件） 

【法人運営】 

評議員・評議員会の招集・運営に関すること、など。（１１件） 

評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬に関すること、など。（８件） 

となっています。 

このため、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保に向けて、監査機能の向

上、経理事務の適正化等について、指導していく必要があります。 

 

※社会福祉法人の指摘項目は、平成29年度より６頁の項目に変更となったため、年度別

文書指摘の主な事項は２年間分を計上しています。 

 

（２）社会福祉施設（７頁参照） 

   社会福祉施設とは、老人福祉施設等（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人

ホーム、ケアハウス、介護老人保健施設、有料老人ホーム）、保育所、児童養護施設、視

聴覚障害者情報提供施設、障害児施設、保護施設等を指します。 

  対象施設５６６のうち、４９６施設（８７．６％）に対して指導監査を行いました。 

指摘率は２０．８％（１０３施設）で、指摘事項の件数は１４３件となっています。 

 

文書指摘の多かったものから項目別に見ると、 

○老人福祉施設等では 

【運営・管理】 
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① 災害等事故の防止対策が不十分。（１６件） 

② 就業規則、管理規則等の不備、実態との乖離（１件） 

 

【経理事務】 

① 会計処理が不適切。（１件） 

なお、その他の施設も含めて、高齢者の安全で安心して生活できる老人福祉施設を

目指し、引き続き、火災等の防災体制の確保や虐待の未然防止はもとより、防犯体制

の整備、また、高齢者の処遇を行う職員の職場として、適切な労働安全体制の確保の

ため、指導していく必要があります。 

 

○児童福祉施設では、 

【運営・管理】 

① 就業規則、管理規程等不備、実態と乖離している。（9件） 

【児童処遇】 

① 適切な給食の提供等が不十分など。（11件） 

【職員処遇】 

① 給与、各種手当の支給が不適正など。（17件） 

【経理事務】 

① 工事、高額物品購入事務処理が不適切である。（10件） 

  このため、引き続き、就業規則等の整備、児童への適切な給食の提供、給与水準の確

保、適正な会計処理について、指導していく必要があります。 

 

○障害福祉施設等では、 

【運営管理】 

①災害等事故の防止対策が不十分（２件） 

【入所者処遇】 

①計画の取扱いが不十分(１件) 

【経理事務】 

①会計処理が不適切(１件) 

 

となっています。 

 

（３）介護保険施設・事業所（８頁参照） 

   介護保険制度は１２年４月から開始され、事業者の育成に主眼をおいた実地指導を行っ

てきましたが、１８年４月の介護保険法改正により、サービスの質の向上と悪質な事業者

の排除を目的として「指導」と「監査」が明確に区分されました。遵守すべき各種サービ

スの提供や、介護報酬請求に関する事項等については、事業者自らの責で行なうものとさ

れ、これまで行ってきた指定基準の指導は「集団指導」の中で周知徹底に努めています。 

   実地指導においては、認知症ケアの理解や高齢者虐待防止及び身体拘束廃止に向けた事

業者等の積極的な取り組みの推進、並びに個々の利用者に対するサービス提供プロセスの

重要性の理解等を求め、また、サービスの質の向上が図られるよう、事業者や直接サービ
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スを提供する職員に対し、コミュニケーションを充分にとりながら指導・助言を行うよう

努めています。 

    介護保険事業については、１，４５５施設・事業所のうち、３３．７％の４９０施設・

事業所に対して実地指導を行いました。 

   指摘率は８．０％（３９事業所）で、指摘事項の件数は９６件となっています。 

 

文書指摘の多かったものから項目別に見ると、 

【運営に関する基準】（６８件） 

① 勤務体制の確保が不十分など 

② 衛生管理が不十分 

③ 重要事項等の掲示が不十分 

④ サービスの取り扱い方針の不備・不徹底など 

【人員に関する基準】（１６件） 

① 職員の不足、必要な資格がないなど 

【介護給付費の算定及び取扱い】（１２件） 

 となっています。 

引き続き、サービス提供責任者や生活相談員等の職員の適正配置、介護サービス計画の適

切な作成・変更及び利用者等への説明や同意の取得、介護給付費の加算請求の適正化ととも

に、利用者等の意思・人格を尊重し、常にその立場に立ってサービスが提供されるよう、指

導・助言していく必要があります。 

 

（４）障害福祉サービス事業所（９頁参照） 

  障害者自立支援制度に基づく障害福祉サービス事業所については、１，２０６事業所のう

ち、３４０事業所（２８．２％）に対して実地指導を行いました。 

   指摘率は７９．７％（２７１事業所）で、指摘事項の件数は９６９件となっています。 

 

   文書指摘の多かったものから項目別に見ると、 

【運営に関する基準】（７２３件） 

① 運営規程の不備 

② 非常災害対策の不備 

③ 個別支援計画の作成・見直しが不十分 

④ 勤務体制の確保が不十分 

⑤ 会計の区分がなされていない など 

【介護給付費等の算定及び取扱】（１３５件） 

 ① 各種加算の不備 

・加算算定に必要な支援記録の不備 

・加算算定に必要な個別支援計画の不備 

・加算算定に必要な支援内容が不十分など 

【人員に関する基準】（３２件） 

① 職員の不足、必要な資格がないなど 

 【設備に関する基準】（６件） 
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① 設備、居室などの不備など 

引き続き、利用者本位でサービスを行うという障害者自立支援制度の理解を求める必要

があることから、非常災害対策、介護給付費等の適切な算定、虐待防止のための研修の実

施、利用者に対する適正な支援計画の作成・見直し、入所者預り金の適正な管理並びに服

薬管理マニュアルの徹底等について、指導・助言していく必要があります。 

 

 

２．特別監査の概要 

   

県民からの情報提供等により、９件の特別監査を実施しました。その結果、過年度から

の案件２件を含め、計４件の改善勧告と２件の文書指導を行いました。（その他、令和元

年度へ継続５件）。 

 



5 

 

 ３．指導監査の実績    

      

 区   分  監査対象数 
 実地指導監

査数 
実施率(%) 

  社会福祉法人 97 38 39.2  

 法人計 97 38 39.2  

  老人福祉施設等 256 191 74.6  

  児童福祉施設（障害児施設を除く） 300 300 100.0  

  婦人保護施設 1 1 100.0  

  視聴覚障害者情報提供施設（※障害） 2 0 0.0  

  児童福祉施設（障害児施設）（※障害） 7 4 57.1  

 施設計 566 496 87.6  

  介護保険事業 1,455 490 33.7  

    施設サービス事業 129 44 34.1  

    居宅サービス事業 869 287 33.0  

    介護予防サービス事業 457 159 34.8  

 障害福祉サービス事業 1,206 340 28.2  

 介護保険・障害福祉サービス事業所計 2,661 830 31.2  

 法人・施設・事業所 合計 3,324 1,364 41.0  

 

措
置
等
機
関 

老人福祉関係市町 19 9 47.4  

 児童福祉関係市町 19 9 47.4  

 児童相談所（児童・障害） 4 2 50.0  

 婦人相談所 1 1 100.0  

 障害福祉サービス関係市町 21 11 52.4  

 計 64 32 50.0  

 総 合 計 3,388 1,396 41.2  

  監査対象数は、平成 3１年 3 月 31 日現在   
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4．文書指摘の主な事項 

【社会福祉法人】

Ｈ２９ Ｈ３０
前年比
（％）

指導監査対象法人 97 97 100.0

指導監査実施法人　　　 （A） 64 38 59.4

文書指摘を受けた法人 　（B） 28 16 57.1

B/A 43.8% 42.1% 96.1%

Ⅰ 法人運営 44 35 79.5

１　定款
・必要事項が記載されているか。
・所定の手続きを経ているか。　等 1 6 600.0

２　内部管理体制
(特定社会福祉法人）

・内部管理体制が理事会で決定されているか　等
0 0 －

３ 評議員・評議員会

・要件を満たす者が適正な手続きにより選任されているか。
・評議員の数は法令及び定款で定める員数か。　等 16 11 68.8

４ 理事

・欠格事由を有するものが選任されていないか。
・含まれなければならないものが選任されているか。
・理事長、業務執行理事は理事会で選任されているか。　等

4 1 25.0

５ 監事

・法令、定款に定める手続きにより選任、解任されているか。
・欠格事由のある者が選任されていないか。
・法に定める業務を行っているか。　等

7 3 42.9

６ 理事会
・法令、定款の定めにより開催されているか。
・決議は法令、定款の定めにより行われているか。等

15 6 40.0

７ 会計監査人
・定款の定めにより設置、選任されているか。
・法令の定めにより会計監査を行っているか。 0 0 －

８ 評議員、理事、監
事及び会計監査人の
報酬

・報酬等が法令で定めるところにより支給されているか。
・報酬等の支給基準を法令の定める手続きで定め、公表している
　か。等

1 8 800.0

Ⅱ 事業 0 0 －

１ 事業一般
・定款に従い適正に実施されているか。
・「地域における公益的な取組」を実施しているか。 0 0 －

２ 社会福祉事業
・適正に実施されているか
・必要な資産を有しているか。

0 0 －

３ 公益事業
・適正に実施されているか

0 0 －

４ 収益事業 ・適正に実施されているか
0 0 －

Ⅲ 管理 40 43 107.5

１ 人事管理
・法令に従い、職員の任免等人事管理を行っているか。

2 0 0.0

２ 資産管理

・基本財産の管理運用が適切になされているか。
・基本財産以外の資産の管理運用は適切になされているか。　等

4 6 150.0

３ 会計管理

・収支予算は適正に編成、執行されているか。
・予算の執行、資金等の管理体制が整備されているか。
・資産の評価は適正に行われているか。
・会計帳簿は適正に整備されているか。　　　　　　等

26 31 119.2

４ その他

・社会福祉法人の関係者に特別の利益を与えていないか。
・社会福祉充実計画に従い事業が行われているか。
・福祉サービスの評価、質の向上の措置を行っているか。　　　等

8 6 75.0

84 78 92.9
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26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
前年
度比

施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 (%)

598 616 547 558 566 101.4

526 488 480 461 496 107.6

269 171 144 107 103 96.3

51.1% 35.0% 30.0% 23.2% 20.8% 89.7

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

前年
度比

134 99 98 50 64 128.0

① 就業規則、管理規程等の不備、実態との乖離 28 14 4 6 10 166.7

② 災害等事故の防止対策が不十分 43 31 9 19 19 100.0

③ 非常勤職員の雇用形態が不十分 15 0 2 0 1 皆増

④ 労働基準法に基づく届出なし 20 12 10 1 5 500.0

⑤ その他 28 42 73 24 29 120.8

61 32 42 14 18 128.6

① 入所者の預り金の管理、取扱いが不十分 2 3 1 1 0 0.0

② 遺留金品・入院患者日用品費の取扱いが不適切 0 0 0 0 0 -

③ 入所者の健康管理が不十分 14 6 3 1 2 200.0

④ 給食の提供が不十分 27 16 5 6 12 200.0

⑤ その他 18 7 33 6 4 66.7

116 74 42 14 25 178.6

① 給与規程が不備、実態と乖離等 1 0 1 0 3 皆増

② 勤務体制の整備が不十分 18 4 2 1 0 0.0

③ 給与・各種手当の支給が不適正 40 23 9 9 17 188.9

④ 退職共済制度への加入が不適切 2 1 1 0 0 -

⑤ その他 55 46 29 4 5 125.0

275 85 55 72 36 50.0

① 会計処理が不適切 97 6 8 10 9 90.0

② 工事、高額物品購入事務処理が不適切 113 33 38 31 10 32.3

③ 繰入金の処理が不適切 20 7 4 0 0 -

④ 会計責任者等への辞令なし 6 0 0 0 0 -

⑤ その他 39 39 5 31 17 54.8

586 290 237 150 143 95.3

【社会福祉施設】

区                    　　　 分

指導監査対象施設

１．運営・管理

２．入所者処遇

指摘率（B/A)

３．職員処遇

４．経理事務

指導監査実施施設　　　（A）

文書指摘を受けた施設　（B）

指　　　摘　　　事　　　項

合　　　　　　　　　　　　計  
 

 

 



8 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
前年
度比

事業
所数

事業
所数

事業
所数

事業
所数

事業
所数

(%)

2,955 2,989 2,430 1,761 1,455 82.6

665 647 626 542 490 90.4

128 136 50 45 39 86.7

19.2% 21.0% 8.0% 8.3% 8.0% 96.4%

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

前年
度比

76 67 16 11 16 145.5

① 職員の不足、必要な資格が無いなど 76 67 16 11 16 145.5

8 4 0 0 0 －

① 設備、居室、病室などの不備 8 4 0 0 0 －

253 258 77 65 68 104.6

① 内容・手続きの説明・同意が不十分 7 19 7 8 8 100.0

② サービス提供の記録などの不備 19 13 2 2 1 50.0

③ 利用料の受領に関する不備 6 0 0 0 1 皆増

④
サービスの取扱方針の不備・不徹底
など

78 123 14 24 8 33.3

⑤ 運営規程の不備 8 16 6 2 7 350.0

⑥ 勤務体制の確保が不十分など 53 30 11 7 12 171.4

⑦ 重要事項等の掲示が不十分 8 6 1 2 9 450.0

⑧ 衛生管理が不十分 15 22 9 4 11 275.0

⑨ 個人情報取扱いの不備など 27 19 5 0 5 皆増

⑩ 苦情解決体制が不十分など 5 6 0 0 0 －

⑪ 事故発生時の対策が不十分 5 2 5 2 0 －

⑫ 非常災害対策の不備 4 2 6 4 0 －

⑬ その他 18 0 11 10 6 60.0

39 46 20 6 12 200.0

376 375 113 82 96 117.1

【介護保険施設・事業所】

実地指導対象施設・事業所

区                    　　　 分

実地指導実施施設・事業所      （A)

文書指摘を受けた施設・事業所（B)

指摘率（B/A）

指　　　摘　　　事　　　項

合　　　　　　　　　　　　計

１．人員に関する基準

２．設備に関する基準

３．運営に関する基準

４．介護給付費の算定及び取扱い
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26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
前年
度比

事業
所数

事業
所数

事業
所数

事業
所数

事業
所数

(%)

1,146 1,200 1,077 1,148 1,206 105.1

244 222 270 316 340 107.6

168 195 242 280 271 96.8

68.9% 87.8% 89.6% 88.6% 79.7% 90.0

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

指摘
件数

前年
度比

19 17 23 21 32 152.4

① 職員の不足、必要な資格が無いなど 19 17 23 21 32 152.4

4 16 18 16 6 37.5

① 設備、居室、病室などの不備 4 16 18 16 6 37.5

306 530 696 743 723 97.3

① 内容・手続きの説明・同意が不十分 11 28 27 18 9 50.0

② サービス提供の記録などの不備 26 36 39 43 15 34.9

③ 利用料の受領に関する不備 14 8 27 16 15 93.8

④ サービスの取扱方針の不備・不徹底など 0 0 2 0 13 皆増

⑤ 運営規程の不備 13 40 32 112 124 110.7

⑥ 勤務体制の確保が不十分など 12 40 83 68 59 86.8

⑦ 重要事項等の掲示が不十分 6 29 23 21 22 104.8

⑧ 衛生管理が不十分 9 17 23 40 28 70.0

⑨ 個人情報取扱いの不備など 4 2 19 21 12 57.1

⑩ 苦情解決体制が不十分など 8 8 12 6 5 83.3

⑪ 事故発生時の対策が不十分 20 17 14 19 20 105.3

⑫ 会計処理区分が不明確など 14 13 32 58 53 91.4

⑬ 非常災害対策の不備 11 59 83 71 92 129.6

⑭ その他 158 233 280 250 256 102.4

(1)個別支援計画の取扱いが不十分 99 66 77 116.7

(2)その他 181 184 179 97.3

98 146 184 101 135 133.7

41 81 172 79 73 92.4

468 790 1,093 960 969 100.9

【障害福祉サービス事業所】

文書指摘を受けた施設・事業所（B)

指導監査対象施設・事業所

指摘率（B/A)

合　　　　　　　　　　　　計

２．設備に関する基準

３．運営に関する基準

４．介護給付費・支援費の算定及び取扱い

５．その他

区                    　　　 分

指　　　摘　　　事　　　項

１．人員に関する基準

指導監査実施施設・事業所      （A)
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